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報告内容

• 医学文献検索サイトによる過労死・過労自殺研究
を概観する

• 過労死・過労自殺研究のこれまでについて

• 過労死・過労自殺研究のこれからについて

• 特に、国際保健機関（WHO）のメンタルヘルス対
策ガイドラインを引いて、関連研究のこれからに
ついて

• 特に労働関連精神疾患・自殺（過労自殺）は、減
らせていない、増えていること

• さらにリアルワールドの動きは早く、きわめて警
戒感を持っている



方法

• その１．文献検索サイト医中誌を用いて、過労死なら
びに過労自殺研究で、「原著論文」を検索し、タイト
ルと抄録、一部本文に当たって、各研究を研究デザイ
ンによって分類し概観する。「原著論文」とは、著者
がオリジナルの研究や実験を行い、ある研究課題に対
する独自の知見を示すことを目的としている研究のこ
とである。学会発表に相当する「会議録」や「解説」
論文を含まない。検索は2024年6月16日に実施した。

• その２．医学文献検索サイトPubMedによって、Karoshi
およびKarojisatsuの検索語で検索された結果について若
干の考察をする。検索は2024年6月20日に実施した。

• その３．医中誌で、精神障害の労災認定基準について
2024年6月18日に検索を実施した。



過労死研究のこれまで

• 1978年11月：上畑鉄之丞 (杏林大衛生)．過労死に
関する研究(第1報)職種の異なる17ケースでの検討
(会議録)．産業医学1978：20(6)；479．

• ・

• ・ 1034文献→原著110文献

• ・

• 2024年4月：宇田憲司（宇田医員）．過重労働問題
に関連しての整形外科医師へのアンケート調査よ
り(原著論文)．京都医学会雑誌2024：71(1)；61-7．



エビデンスレベルの例
レベル 内容

Ⅰ システマティック・レビュー／RCTのメタアナリシス

Ⅱ １つ以上のランダム化比較試験による

Ⅲ 非ランダム化比較試験による

Ⅳa 分析疫学的研究（コホート研究）

Ⅳb 分析疫学的研究（症例対照研究、横断研究）

Ⅴ 記述研究（症例報告やケース・シリーズ）

Ⅵ 患者データに基づかない、専門委員会や専門家個人の意見

https://ganjoho.jp/med_pro/cancer_control/medical_treatment/guideline.html



過労死研究

◆データ統合型研究
メタ解析 ０
システマティックレビュー：鈴木ら2022（長時間労働による心身健康の予防ツールについて、英文72、日
本語67、長時間労働面接、４つのガイドライン（コンプライアンス、交代制勤務など）の内容）（重複）、
相田ら2021（文献検索による、技能実習生の健康と健康に影響する因子） ２

◆介入研究
無作為化比較試験（RCT） ０
非無作為化比較試験：劉ら2023（主観的負担と課題パフォーマンス）、Munakataら2023（教職員Alb尿）、
劉ら2021（60代の模擬長時間労働はより心血管系への負荷）、Lin Ro-Tingら2020（2014年過労死等防止推
進法前後の脳血管・心血管疾患の発生率0.88倍に低下）、松元2017（交代制に就く22名の看護師、半日勤条
件では日勤条件に比して、日勤終了時もしくは半日勤終了時から深夜勤終了時までの疲労感は抑制された
(p<0.001)）、久保ら2008（睡眠短縮に心理的ストレッサーが加えられる事によって、睡眠構築上に特異的
な影響を及ぼす） ６

◆観察研究
コホート研究：高橋ら2021（トラックドライバーの乗務間インターバルと睡眠が血圧に与える影響）、小西

2021（循環器内科医に対する平日5日間のタイムスタディからシミュレーションすると主治医制を複数主治
医制にすると1日3時間減少する）、服部ら2015（軽度の抑うつ症状を呈する高血圧症患者は、抑うつ症状を
有さない者に比べて生活指導後の降圧効果が大きかった）、宗像ら2013（長時間労働は、肥満の、技能の低
活用は高血圧のリスクになる可能性が示唆）、宗像ら2010（全国労災病院に勤務する非管理職職員2,161名、
長期間にわたる時間外労働の延長はとりわけ高血圧の発症や増悪に影響する可能性）、宗像2009（長期間に
わたる時間外労働の延長はメタボリックシンドロームのリスクを高める可能性が示唆） ６

症例対照研究：白木ら2021（脳血管疾患入院例で抑うつ）、松村ら2019（脳血管疾患の抑うつの地域差）、
服部ら2017（上海で働く日本人女性67名と中国人勤労女性810名の比較、長時間労働と睡眠時間の関与）、
道下ら2016（N=362の男女の過剰血圧反応発生と関連する要因は、労働時間が1日10時間以上、睡眠時間が
1日6時間未満、休日数が週1日以下）、服部ら2015（軽度に血圧が上昇している男性では、同僚からのサ
ポートが、血圧に影響を与える可能性）、宗像ら2013（上海に働く日本人勤労者では週労働時間とLDL、労
働負荷量と空腹時血糖に有意な関係） ６

原著論文は４９報



過労死研究（つづき）

横断研究：Fukueら2022（循環器学会会員への質問紙調査、週80時間超労働）、松元ら2022（男性トラッ
クドライバー1947人の健康障害と過労状態と睡眠）、服部ら2021（宮城県立学校教職員3209人、17％が80
時間超で休日の業務量の多さと関連し男性、教諭、30代）、服部ら2020（上海で働く日本人男性において、
睡眠時間の短縮がbaPWVの上昇と関連を示した。その一因として、睡眠時間の短縮による糖代謝の悪化の
介在が関連する可能性が示唆）、松元ら2020（1911人の男性トラックドライバーの労働時間・睡眠時間・
休日と過労の関係）、Soら2018（N=9524,ネット調査、長時間の座位行動が疾患発症リスクを高める）、
鈴木ら2017（脳神経外科医のアンケート調査、過労死レベル超も多い）、Hattoriら2015（日本人男性の仕
事コントロールと血圧）、Hanazaki2013（外科医のおよそ25%が週100時間以上の超過勤務）、服部ら
2013（高い職場ストレスは抑うつ度を高め、男性においては血圧の上昇を促進する可能性）、宗像2009
（長時間労働がメタボリックシンドロームのリスクを増加）、井上ら（N=918, 重回帰分析の結果、疲労
蓄積度と拡張期血圧には有意な関連）、藤内2004（交代制勤務の看護師へのアンケート調査で「健康であ
る」や「過労死の不安はない」と自覚するものは両者とも3割に満たなかった）、足立ら2004（自衛隊員
対象の過労死チェックリスト）、宗像ら2003（男性群は女性群と比べ心理的ストレス性昇圧が有意に大き
く,心理的ストレス性昇圧と心肥大の間には有意な相関を認めた） 15

症例集積研究：茂木ら2023（教員52件）、高田ら2021（脳・心臓疾患25件の教育・学習支援業の分析）
（重複）、菅ら2020（脳・心臓疾患51件）（重複）、日山2005（裁判所ホームページの判例検索で民事お
よび行政訴訟判決9例）、宮沼ら1998（ブルガダ症候群の9例）、Uehata1991（心臓血管発作で倒れ,補償
金が請求されている過労死犠牲者203例について調査）、阿部ら1990、上畑1990 ８

症例報告：山本2008（解剖の重要性）、須田2002（入浴中の突然死3例）、赫1994、安井1993（1例）、
宮内ら1991、宗像1991 ６



多彩な過労死研究

中蔦2023（過労死家族を対象とした症例集積研究）
三隅ら2021（特定機能病院86施設の36協定締結状況）
Eharaら2013（全国の200床以上の公立病院369施設のうち、208施設(56.4%)が労働法規違反で

是正勧告を受けていた）
橋詰ら2009（3892名(男3743名・平均42.4歳、女149名・平均34.8歳)の整形外科学会員に対す

るアンケート調査から、整形外科医の長時間労働と絶対数不足が明らかとなった）
江原2009（朝日新聞および読売新聞の記事情報データベースから17病院の是正勧告書を情報

開始で入手し、是正内容を分析）
中村ら2009（2001年7月と2008年7月に実施したアンケート調査の比較から、企業から期待さ

れた業務としてメンタルヘルス対応や過労死などの会社の安全配慮義務への対応の割合
がそれぞれ54.5%から85.6%および22.1%から32.4%に増加。給与や権限面での処遇および
産業医業務を行う上での不満感などは改善）

木村ら2007（10施設の研修医25人を対象に、フォーカス・グループ・インタビューを実施し、
社会人ギャップ、プロフェッション・ギャップと名づけ、研修中の未熟な医師としての
ストレス要因は、わが国特有だった）

江原2008（全国に存在する市・区の人口と救急告示病院数との相関を検討し、地方の救急医
療の問題点を明らかにした）

江原2006（過去20年間の新聞記事より、全就業者100万人・年当たりの過労死労災請求数は
7.1件で,小児科,耳鼻いんこう科,産婦人科の過労死労災請求件数はこの値を上回った）

垂水ら2002（従業員1000名以上の1658事業所、有効回答447事業所(27.0%)。産業保健活動の拡
充と適性配置等の健康問題への産業医の積極的な取り組みが求められた）

上柳1995（脳・心臓疾患労災認定基準の見直しが救済を拡げるか）
浜島1992（曝露寄与割合から過労死の因果関係をとらえる）



英文医学文献検索サイトPuMedでKaroshiと検索すると73文献検索される。
それらの出版年ごとの論文数を示したもの。

8文献



過労自殺研究のこれまで

• 1998年6月：江花昭一(横浜労災病院)．【産業医学
における心身医療】いわゆる「過労自殺」と心身
医療(解説)．心身医療1998：10(7)；924-7．

• ・

• ・ 137文献

• ・

• 2024年4月：宇田憲司（宇田医員）．過重労働問題
に関連しての整形外科医師へのアンケート調査よ
り(原著論文)．京都医学会雑誌2024：71(1)；61-7．



平成23年
認定基準

平成11年
判断指針

令和５年
認定基準

＠医中誌Web



過労自殺研究 原著論文は２２報

◆データ統合型研究
メタ解析 ０
システマティックレビュー：鈴木ら2022（長時間労働による心身健康の予防ツールに
ついて、英文72、日本語67）（重複） １

◆介入研究
無作為化比較試験（RCT） ０
非無作為化比較試験 ０
◆観察研究
コホート研究：西村ら2022（N＝3071、ウェブ調査） １
症例対照研究：宇田2024（整形外科医への質問紙調査） １
横断研究：田中ら2015（附属学校教職員への質問紙調査）、山内ら2019（国民生活基
礎調査による援助希求行動）、大塚ら2023（客室乗務員のストレスと対処）/過労
死研究から移動、福島ら2022（N=1,411アンケート調査）、宗像ら2021（教職員
3166人質問紙調査で、時間外勤務時間と休日勤務とSDSの関係）、福山ら2017（女
性の方が長時間労働に対して脆弱） ６

症例集積研究：天笠ら2005（22事例）、上畑ら2006（37事例）、伊藤2021、茂木ら2023
（教員36件）、茂木ら2022（237件（運転業務・非運転業務））、川上ら2022（介
護職84件）、高田ら2021（精神障害・自殺57件の教育・学習支援業の分析）（重
複）、菅ら2020（精神障害85件）（重複） ８

症例報告：高橋ら2005（第一電通、川鉄、オタフクソース）、日山ら2008（医師1名）、
五艘ら2009（メンタルヘルス支援活動例）、日山ら2010（医師3事例）、佐藤2018
（看護師） ５



世界保健機
関(WHO) 職
場のメンタ
ルヘルス対
策ガイドラ
イン＠2022
https://www.mhl
w.go.jp/content/1
1201250/0012580
77.pdf
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Ｄ．「働き方改革」
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Ｅ．ハラスメント
防止法
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厚労省の発表から天笠作成

Ｂ．ストレスチェック制度の
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Ｃ．過労死等防止推進法

「働き方改革」関連法
順次施行

ハラスメント防止法

Ａ．産業医等による長時
間労働者面接の義務化



リアルワールドの動きは速い

１９９５年「新時代の『日本的経営』」（旧日経連）

１９９５年は３つの元年；・本格的リストラ
・非正規雇用化
・成果主義（賃金）の導入

過労自殺の時代
１９９６年「金融ビッグバン」

２０１９年「働き方改革関連法」順次施行

２０２３年「新しい時代の働き方に関する研究会」（厚労省）

２０２４年「労使自治を軸とした労働法制に関する提言」（日経連）

労働時間のデロゲーション(derogation)

２０２４年「労働基準関係法制研究会」（厚労省）

？



報告のまとめ

• 過労死研究では、長時間労働をはじめとした労働ストレスと血圧の関係
についてある程度解明されている。そうしたリスクファクターの解明だ
けでなくさまざまな視点からの研究がなされてきている。

• 過労自殺研究では、定期的に研究報告が見られるが相対的に少ない。
種々の労働ストレス要因とうつ病の関係については夥しい研究がなされ
ている。しかし、長時間労働のリスクについてもいまだ一貫していない。

• いずれにおいても、予防対策についての研究が不十分である。エビデン
ス・プラクティス・ギャップ（エビデンスがあってもそれが社会実装さ
れていない状況）がある、とも言える。

• 国際保健機関（WHO）のメンタルヘルス対策ガイドラインからも、管理
監督者に対する知識・態度・行動を向上させるトレーニング以外の対策
の有効性を検証は、今後の重要な課題である。

• 現実に戻ると、特に労働関連精神疾患・自殺（過労自殺）は、減らせて
いない、むしろ増えている。

• そんな中、金融資本主義が猛威を振るっているリアルワールドの動きは
早く、「新しい時代の働き方に関する研究会」や、日経連の「労使自治
を軸とした労働法制に関する提言」や、「労働基準関係法制研究会」の
動向には、きわめて警戒感を持って臨んでいる。
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